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議案第１６号 

 

  令和４年度社会福祉法人大津市社会福祉事業団事業計画及び予算について 

 

 

Ⅰ 事業方針 

令和２年３月に県内初の新型コロナウイルス感染症の感染が確認されて以来、これま

で６度に及ぶ全国的な感染拡大の大きな波があった。ワクチン接種の効果により感染の

減少が見られたものの、新たなウイルス株の出現による感染拡大もあって、未だ感染の終

息が見通せない状況にある。職員、利用者の感染による感染拡大防止のための休業や感染

への不安等から利用控え等の増加による利用減が大きく影響し、令和３年度は収益の落

ち込みが一段と大きくなり、経営的には大変厳しく、大幅赤字の計上となった。 

こうした中、経営状況全体を振り返り、事業の見直しを行い、赤字が継続していた三大

寺デイサービスセンターについては、令和３年度末で事業を終了する。また、厳しい経営

環境の中にあって、収益改善に向かって事業団職員が一丸となって取り組みを進めてい

くため、新たに経営改革会議を立ち上げた。 

令和４年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症の感染拡大も危惧されるが、十分な

感染予防対策を講じて、利用者に安心して利用していただけるよう事業継続に努めてい

く。さらに、経営改革会議を通じ各事業所ごとの目標管理項目を設定した実績管理シート

を活用し、事業実績を振り返りながら、次の取り組みを定め進めていくとともに、必要な

場合は事業の抜本的な見直し等を含めた検討を進めることにより、経営改革に向けた意

識改革と収益改善を目指していく。 

「みんなが二歩前へ！芽生えを実りへ育てよう」をコンセプトに、令和３年度からスタ

ートした第３期中期計画（令和３年度～令和５年度）は、初年度の令和３年度がコロナ禍

の影響を受け、限られた範囲での取り組みに留まることとなった。２年目を迎える令和４

年度は、初年度の未着手項目も含めて進捗を図っていく。 

厳しい状況が続く介護人材の確保や育成・定着については、令和３年７月に職員意識調

査を実施した。労務管理上の問題点や職場風土の問題点等を見出し、今後の改善に役立て

ていくものである。人材確保については、新たに職員の紹介制度等の導入に向けた検討を

進めていく。 

サービスの質の向上と収益の改善では、令和３年度に特養・短期、訪問及び居宅部門に

ＩＣＴ導入を進めた。円滑な運用を図ることにより、業務負担の軽減を一層進めていく。 

事業継続の可能性の向上については、令和３年度に感染症対応の事業継続計画（ＢＣ

Ｐ）を策定した。今後、自然災害発生時における事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を進め、

対応力を強化し、災害に強い組織を目指していく。 

財務体質の強化については、経営改革会議を通じて取り組みを進めていく。 

 



第３期中期計画の２年目として、令和４年度は下記の目標に取り組む。 

 

１ 人材の確保と育成・定着  

 ⑴ 職員採用活動の多様化の推進 

 ⑵ 階層別研修の実施 

 ⑶ 職場環境の改善、処遇改善の更なる推進 

⑷ 人事評価制度の導入 

２ サービスの質の向上と収益改善 

 ⑴ 事業別実績会議の開催 

 ⑵ 多職種連携会議や事例検討会への参加によるケアマネジメント力の強化 

 ⑶ ＩＣＴ活用による業務の効率化と負担軽減の推進 

 ⑷ 視察研修、交流研修の企画・実施 

３ 介護保険制度、介護報酬改定への対応 

⑴ 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 

⑵ オンライン会議、オンライン研修の導入・実施 

⑶ 事業再編計画や新規事業の検討 

⑷ 地域福祉への貢献 

４ 財務体質の強化 

⑴ 事業別・法人全体長期収支計画の見直し 

⑵ 榛原の里大規模修繕計画の見直しと資金調達の検討 

⑶ 市とのあり方協議 

 

 

Ⅱ 事業計画の概要 

 １ 本部事務局 

（1） 大規模災害を想定した事業継続計画（ＢＣＰ）フォーマットを作成する。 

（2） 職員採用活動のあり方を検討実施する。 

（3） 職員の階層別研修を実施する。 

（4） 人事評価制度の導入に向けた検討を行う。 

（5） 就業管理システムの運用、人事・給与システムの更新により効率化を推進する。  

（6） 現事業再編計画を検討する。 

（7） 事業部門へのＩＣＴ導入を支援する。 

（8） 榛原の里とともに大規模修繕計画の見直しを進める。 

 

２ 老人福祉センター 

○指定管理者としての管理・経営（令和４年度） 

  平成３０年度から５年間、大津市の指定管理を受け、高齢者福祉（介護予防）の拠点



として大津市と連携を図りながら健全な管理・運営を行なっていく。令和４年度はその

最終年度として、下記のとおり事業計画に定めた事項について、着実な推進を図ってい

く。 

 

  （１）健康生きがい事業 

    市内５か所（木戸、北、中、南、東）の老人福祉センターでは、急速に進展する高 

齢化に対応するため、各種講座（健康増進、楽しみづくりにつながる講座等）の開講、

入浴サービスや医療・健康相談の実施など、高齢者が健康で明るい生活を営むための支

援を積極的に行なっていく。なお、新型コロナウイルス感染症の感染終息が見通せない

中ではあるが、引き続き感染予防対策に努めながら、事業団の理念「みんなを笑顔でつ

なぐ事業団」にあるように、センターが主催する介護予防のための運動実践を推進・実

施することで、センター利用者を含めた地域全体が笑顔になれるためのセンターづく

りを目指していく。  

 なお、大津市では次期指定管理委託期間において、老人福祉センターの機能充実に向

けた見直しを検討されているため、十分連携を取る中で対応を進めていく。 

【 事 業 内 容 】 

   ・各種教養講座の実施 

   ・医療相談、健康相談の実施 

   ・介護予防（運動系）事業「ずーっと元気体操」、「レベルアップ体操」や「歌と音楽の 

健康予防講座」の開催 

・健康・医療・介護、趣味等高齢者の関心の高いテーマを中心とした講座の開催 

・サークル活動利用者が一同に会した「高齢者趣味講座発表会」の開催（第２６回目） 

 

  （２）デイサービス事業 

老人福祉センターに併設するデイサービスでは、利用者の尊厳を保ち、一人ひとり 

の個性を尊重しながら、利用者の立場に立ったサービス提供に努めるとともに、国で 

も議論されている利用者の生活の自立に資する支援、安心して笑顔で生活できるよう 

ご利用者及びその家族に対する支援を行っていく。 

    さらには、地域密着を一層深めるため、運営推進会議の場を活用して、デイサービス

事業所から地域へ活動内容の情報を発信し、地域の方々と情報交換することで地域と

の交流・連携を深めていく。また、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを続けることができるように地域包括ケアシステムの推進に向け、大津

市と連携を図っていく。 

【 事 業 内 容 】 

 ・利用者一人ひとりの個性を尊重し、それぞれのニーズに応えるサービスの提供 

   ・自らが選択し、レクリエーションを実施する「選べるレク」の実施 

   ・市地域包括支援センター、居宅介護支援事業所との連携強化による利用者の確保 



・職員意欲・帰属意識向上のための新たな改善活動への取り組み 

・地域包括ケアシステムの推進に向けた市などの機関との連携強化 

○令和４年度利用者予定数                  （人/日） 

施 設 名   北   南   東   計 

定   員 12 18 18 48 

利用予定数 11.2 13.5 15.2 39.9 

稼 動 率 93.3％ 75.0％ 84.4％ 83.1％ 

 

 ３ デイサービスセンター 

  （１）デイサービスセンター事業（令和４年度） 

 これまで大幅な赤字が継続していた三大寺デイサービスセンターについては、運営 

そのものの見直しを含めた検討を行い、令和３年度末で事業を終了した。 

残る市内３か所（木戸、唐崎、晴嵐）のデイサービスセンターでは、要支援・要介護 

状態になった高齢者が可能な限り自宅や地域で自立した生活が営める、または安心し 

て生活が送れるよう、必要な日常生活上の支援、機能訓練を行う。 

 唐崎、晴嵐デイサービスセンターの通所事業については、平成３０年４月１日に大津

市から事業譲渡された。これまで以上に、利用者の声に合わせタイムリーにサービス内

容の見直しを図り、サービスの質の維持・向上に努める。 

なお、平成３１年４月から介護予防・日常生活支援総合事業へ完全移行されたこと

に伴い、要支援者の生活支援の充実、高齢者の社会参加・支え合い体制づくり等、自立

に向けたサービスの提供が求められる中、各居宅介護支援事業所や他関係機関と連携を

密にしながら、利用者の社会参加、多世代との交流や地域社会との関わり等、地域全体

が笑顔になれるよう事業を推進していく。 

【 事 業 内 容 】 

・利用者一人ひとりの個性を尊重し、それぞれのニーズに応えるサービスの提供 

   ・レクリエーションの多様化及び少人数レク、一般レクの工夫 

   ・市地域包括支援センター、居宅介護支援事業所との連携強化による利用者の確保 

・職員意欲・帰属意識向上のための新たな改善活動への取り組み 

・地域包括ケアシステムの推進に向けた市などの機関との連携強化 

○令和４年度利用者予定数              （人/日） 

施設名  木戸  唐崎  晴嵐 計 

定 員   35  18   18   71 

利用予定数 28.0 15.3 14.4 57.7 

稼働率  80.0％  85.0％  80.0％  81.3％ 

 

 



（２）生活援助員派遣事業 

唐崎デイサービスセンター、東老人福祉センター（三大寺デイサービスセンターの 

事業終了に伴い、事務の所管を引継ぎ）において、市営穴太団地内（１５戸）、県営神 

領団地内（２８戸）の高齢者世話付住宅入居者に対しての生活援助員による毎日の安 

否確認のほか、生活相談・指導等を定期的に行なう。また、一時的な家事援助及び緊急 

時（夜間含む）の対応等のサービス提供を行うとともに、地域包括支援センターや民生 

委員、介護保険サービス事業者などと連携を図り、これらの地域資源を最大限活用し 

ながら、入居者が安心して生活が営めるよう支援する。 

 

（３）健康生きがい事業（唐崎）                           

生きがい事業では、高齢者の生きがいづくりや健康の保持増進のための地域に開か

れた施設として、気軽に立ち寄れるよう広報していく。また、事業団の理念「みんなを

笑顔でつなぐ事業団」にあるように、利用者の社会参加、他世代や地域社会との交流等、

地域全体が笑顔になれる、心が癒される安らぎのセンターづくりを目指していく。 

・高齢者の憩い、健康増進の場の提供と入浴サービスでの菖蒲風呂等を実施する。 

 

４ ホームヘルプサービス事業 

市内に６カ所のヘルパーステーションを置き、事業を展開する。ヘルパーステー 

ションには、常勤およびパートホームヘルパーを配置し、介護保険事業・総合事業・ 

障害福祉事業・委託事業を実施する。 

事業団の訪問介護関係の活動時間は、平成２６年度と比較して令和４年度見込は約 

２９．８％の減少となっており、パートホームヘルパーの高齢化に加え、介護職員の 

人材不足からパートホームヘルパーの減少が続き（H26 １０８名 → R4 ９０名  

１７．６％減）、人材確保が大きな課題となっている。 

減少し続けるパートホームヘルパーを確保するため、独自事業として開催してきて 

いた介護職員初任者研修を、令和２年度はコロナ禍のため実施を見送ったが、令和３ 

年度は感染対策を取った上で２年ぶりに再開し、研修修了生の中から新たに３名の介 

護職員を確保することができた。 

令和３年度より新たに導入した訪問介護業務支援ソフトについては、スムーズな活 

用が図れるよう一層努め、サービスの質の向上を実現し、職員の定着率の向上、利用 

者増・収益の向上を実現していく。 

○令和４年度目標訪問時間及び利用予定数             

１ ホームヘルプサービス事業（６か所） 
目標訪問時間及び

利用予定数 

(1) 介護保険法による訪問介護、総合事業 3,584（時間/月） 

(2) 障害者自立支援法による居宅介護、重度訪問介護等 1,301（時間/月） 



(3)   〃   障害者移動支援サービス   17（人/月） 

(4)   〃   多胎児家庭育児支援 8（人/月） 

(5)   〃   子育て支援ヘルパー派遣事業 1（人/月） 

２ 介護保険外サービス事業 15（人/月） 

   

５ 居宅介護支援事業 

    令和２年４月より進めてきた居宅介護支援事業所の統合及び人材確保については、 

令和３年度中に体制も整い、５か所の事業所全てで特定事業所加算を取得することが 

できた。今後は、住み慣れた地域で安心して在宅生活が送れるよう、利用者本位の適切 

なサービス提供に努めるとともに、各サービス事業所をはじめ地域の各種団体・機関 

との連携を深め、地域包括ケアシステムを推進していく。 

 

○令和４年度目標利用予定数             

居宅介護支援事業（５か所） 目標利用予定数 

(1)居宅介護支援 451（人/月） 

(2)介護予防支援＊市委託 154（人/月） 

      

６ 障害者相談支援事業 

    木戸デイサービス内に事務所を併設し、大津市北部の障害児者の相談支援事業を展

開する。障害児者やその家族の相談、障害福祉サービスを利用するための計画作成等

の業務を実施する。 

    なお、相談員の確保も困難で、事業継続の大きな支障となることから、今後の事業

については見直しを含めて検討を進めていく。 

   

７ 特別養護老人ホーム 榛原の里 

○サービスの基本方針 

法人理念、基本方針に基づき利用者・職員・地域それぞれの満足を満たす活動を行う。 

利用者 ①毎日笑顔で暮らせる施設を目指す 

②自立した生活が続けられるように、その人の視点に立った支援を行う 

③一人ひとりの方が望む暮らしを実現する 

職 員 ①笑顔で働ける施設を目指す 

    ②チームワークを大切にして、職員同士の相互理解を深め、風通しの良い職 

  場にする 

    ③資質向上に努め、知識・技術の習得へ向けた取り組みを進める 

地 域 ①地域の方々と笑顔が共有できる施設をめざす 

②リスクマネジメントに取り組み、信頼される施設にする 



③常にコスト意識を持って仕事に当たり、施設の安定経営に努める 

 

介護職員の不足に伴い、令和元年１１月より、特養・短期入所のベッドの１割を計

画的に空床とし、職員確保の目処が立った令和２年秋頃より施設体制を元に戻し、早

期の空床解消を目指してきたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大とともに、そ

の後職員の退職や病休者が続いたこと、また令和３年８月から退所者が増加したこと

から、当初計画していた入所者数の回復は困難な状況となり、大変厳しい経営状況が

続いている。職員については、早期に必要な人員を確保し、令和４年度については、

感染予防に努めつつ、夜勤体制を整え、速やかに入所者・利用者の増員を図っていく。 

市からの施設移管に伴い、平成２３年度から１０年間の施設整備等改修計画に従い

令和２年度は１０年目の事業を実施してきたが、この間、市の補助金削減もあって計

画通りに事業が進まなかったため、令和３年度より３年間、市補助金が継続されるこ

とになった。令和４年度の主な整備事業は、別館空調設備や火災報知受信機の更新等

の工事を予定している。 

 

○実施する事業の概要は次のとおりである。 

（１）長期入所生活介護事業（定員 114名） 

入居者の決定については「入所に関する要綱」により、緊急性・必要性の高い方よ

り順次入所いただいている。２月末の待機者は６４８名である。 

＜利用予定数：１０７．２人/日、稼働率： ９４．０％＞ 

 

（２）短期入所生活介護事業（定員 16名） 

質の高いサービスを提供すると共に、通所介護事業と連携し稼働率の向上を図る。 

＜利用予定数： １１．０人/日、稼働率： ６８．８％＞ 

 

（３）通所介護事業（通常規模型 定員 29名） 

生活機能向上に向けた機能訓練・体操を実施する他、個別相談を実施し、利用者お

ひとりおひとりの心のケアを行っていく。 

＜利用予定数： ２４．０人/日、稼働率： ８２．８％＞ 

  

８ 真野地域包括支援センター運営業務  

    令和２年４月から５年間、大津市からの委託を受け、葛川・伊香立・真野・真野北     

学区の高齢者が可能な限り住み慣れた地域で安心して自立した生活が続けられるよう 

に、地域資源を活用しながら、包括的な支援体制やサービス提供体制の構築を行なっ 

ていく。 

また、介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予防サービス等の適 

   切な利用が行なえるように、心身の状況及び生活環境等を勘案し、介護予防サービス 



   計画を作成する。さらに、当該介護予防サービス計画に基づく指定介護予防サービス 

   等の提供が確保されるように、介護予防サービス事業者等との連絡調整を行なってい 

く。令和４年度は３年目として、下記のとおり定められた事業内容について、着実に事 

業を推進していく。 

【 事 業 内 容 】 

  （１）包括的支援事業      

  （２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

  （３）介護保険サービスの利用にかかる申請の代行 

  （４）地域連絡会の開催 

  （５）関係会議への参画     

  （６）指定介護予防支援事業 

          

９ さがみ川老人憩の家運営事業 

    高齢者の心身の健康増進を図る目的で実施する入浴事業において、適切な管理運営 

を行う。 

 開設場所 大津市膳所二丁目５－５ 

 主な業務 高齢者の心身の健康増進を図るための入浴事業 

 開 設 日 週３回（月、水、金） 

 開設時間 午後１時～４時 

  

１０ ふれあいプラザ 

  ○指定管理者としての管理・経営（令和４年度～令和６年度の１年目） 

    当施設は、広く市民に福祉及び交流の場を提供することを目的とし、ホームページ 

を活用した空室情報の提供や各種団体等への積極的な誘致活動により、施設の効率的 

な管理と貸室の利用促進に努める。 

 自主事業として、地域に新しいつながりができる講座を開催するとともに、「明日都

浜大津」の活性化に寄与できるよう他の公的機関とも連携し、市民の交流の場づくり

を推進し、貸室稼働率の向上を目指していく。 

     ・貸室６室（大、中、小会議室、ホール、視聴覚室、和室） 

・交流サロン ・憩いの広場 

 

１１ 介護員養成研修事業 

    事業団では、平成１６年度から介護施設や在宅サービスで中核的役割を担う介護職

員の養成を行なってきている。令和２年度は、コロナ禍の影響で実施を見送ったが、令

和３年度は感染対策を十分講じ、「介護職員初任者研修」を２年ぶりに開講した。令和

４年度についても開講していく。 

更に、総合事業の生活援助を専門に担う「生活援助員」を養成する研修についても、



市から受託し事業を行う。 

     ＜介護職員初任者研修＞ 

 ・定  員  ３０名 

・対 象 者  新規従事希望者 

       ・研修時間  １３７時間（うち施設実習１４時間） 

       ・受 講 料  ３万円 

 

     ＜生活援助員研修＞ 

 ・定  員  ３０名 

・対 象 者  新規従事希望者 

       ・研修時間  ５９時間（実習なし） 

      ・受 講 料  無料  

 

１２ 木戸交流センター 

  ○指定管理者としての管理・経営（令和４年４月～令和５年 3月の 1年間） 

    当該センターは、木戸デイサービスセンターに併設し、市民のふれあいの場として

広く利用されるよう貸室業務を行っている。運営にあたっては、施設の効率的活用と

適切な維持管理を図る。 

    ・貸室（集会室、和室２、調理実習室） 

 

     

Ⅲ 予 算 

 

令和４年度社会福祉法人大津市社会福祉事業団の予算は、次に定めるところによる。 

  

（社会福祉事業区分） 

第１条 社会福祉事業区分収支予算の総額は、収入、１，３８１，５５８千円、支出 

 １，３９０，８４５千円と定める。 

 （公益事業区分） 

第２条 公益事業区分収支予算の総額は、収入、１７０，６４１千円、支出、 

１８３，２１４千円と定める。 

 

   令和４年３月１７日提出 

 

社会福祉法人大津市社会福祉事業団 

     理事長  鷲 見  德 彦 


